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令和５年度三重県歳入歳出決算について、ご説明申し上げます。 

 

 「令和５年度三重県歳入歳出決算に関する説明書」の６頁をご覧ください。 

 

一般会計の決算としましては、歳入総額は、８，８１２億６，３４１万 

４，１２９円、歳出総額は、８，３９２億３，１２３万２，８６５円となり、歳

入歳出の差引額は、４２０億３，２１８万１，２６４円となりました。 

このうち、翌年度へ繰り越すべき財源の３０８億６，０３２万８６４円を除

いた実質収支額は、１１１億７，１８６万４００円となりました。この実質収支

額のうち、２分の１に相当する５５億９，０００万円につきましては、地方自治

法第２３３条の２の規定に基づき、財政調整基金に積み立て、残余の５５億 

８，１８６万４００円を翌年度へ繰り越すこととしました。 

 

また、三重県県債管理特別会計ほか１０の特別会計につきましても、実質収

支額で、３４億４，７２３万９，０７５円の剰余が生じましたので、翌年度に繰

り越すこととしました。 

 

以下、総務部関係について、ご説明申し上げます。 
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まず、歳入決算について、ご説明いたします。 

 

 第１款「県税」（２２頁）は、 

    予算現額  ２，８９１億５，８００万円 

    収入済額  ２，９４１億５，５６３万１，６３７円 で、 

予算現額に対して４９億９，７６３万１，６３７円の増収となっています。 

 調定額は、２，９６７億３，９４２万５，２９０円で、徴収率は９９．１％と

なっています。 

また、収入未済額２４億１，０９５万８，２９８円が生じており、この主なも

のは、個人県民税１８億３，３８４万２，０２９円、軽油引取税３億４，３８６

万３，６９４円などです。 

なお、不納欠損額は、１億７，２８３万５，３５５円となっています。 
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令和５年度県税の決算状況                     

  （単位：円、％） 

 

前年度増減額 前年度増減率

県税計 289,158,000,000 296,739,425,290 294,155,631,637 172,835,355 2,410,958,298 13,092,208,020 4.7

個人県民税 75,261,000,000 77,388,666,770 75,398,823,000 156,001,741 1,833,842,029 3,305,273,749 4.6

法人県民税 5,701,000,000 5,701,929,416 5,685,137,979 1,743,120 15,048,317 32,583,880 0.6

県民税利子割 183,000,000 167,938,062 167,938,062 0 0 △ 14,705,538 △ 8.1

個人事業税 2,715,000,000 2,814,728,614 2,741,570,721 648,488 72,509,405 93,432,095 3.5

法人事業税 67,181,000,000 67,870,887,932 67,828,096,804 6,901,200 35,889,928 1,768,709,654 2.7

地方消費税譲
渡割

33,722,000,000 36,964,026,123 36,964,026,123 0 0 4,444,325,295 13.7

地方消費税貨
物割

43,815,000,000 44,670,765,371 44,670,765,371 0 0 1,318,049,968 3.0

不動産取得税 6,173,000,000 6,333,191,631 6,296,979,244 568,458 35,643,929 2,392,296,240 61.3

県たばこ税 2,040,000,000 2,056,932,250 2,056,932,250 0 0 △ 19,007,116 △ 0.9

ゴルフ場利用
税

1,684,000,000 1,663,170,942 1,663,170,942 0 0 △ 57,104,781 △ 3.3

自動車税環境
性能割

2,649,000,000 2,514,859,100 2,514,859,100 0 0 250,776,500 11.1

自動車税種別
割

26,778,000,000 26,920,150,395 26,839,017,051 6,972,348 74,160,996 △ 235,564,146 △ 0.9

鉱区税 3,000,000 3,526,200 3,526,200 0 0 821,600 30.4

自動車取得税 95,000,000 94,683,500 94,683,500 0 0 76,564,700 422.6

軽油引取税 20,622,000,000 21,037,523,884 20,693,660,190 0 343,863,694 △ 262,382,480 △ 1.3

狩猟税 19,000,000 17,885,500 17,885,500 0 0 △ 1,281,200 △ 6.7

産業廃棄物税 517,000,000 518,559,600 518,559,600 0 0 △ 580,400 △ 0.1

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

収入済額
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第２款「地方消費税清算金」（３０頁）は、予算現額８８６億９，１００万円

に対して、調定額、収入済額ともに８８７億３，１８９万４，５５２円となって

います。 

 

 第３款「地方譲与税」（３２頁）は、予算現額３６２億７，４００万円に対し

て、調定額、収入済額ともに３６３億５，８６３万３，０００円となっています。 

 

 第４款「地方特例交付金」（３４頁）は、予算現額１２億２８万円に対して、

調定額、収入済額ともに１２億２８万円となっています。 

 

第５款「地方交付税」（３６頁）は、予算現額１，６６５億２，０２１万 

８，０００円に対して、調定額、収入済額ともに１，６６８億８，３５２万 

２，０００円で、収入済額の内訳は、次のとおりです。 

 

科目 収入済額 

普通交付税 1,648 億 3,521万 8,000円 

特別交付税 20 億 4,056万 8,000円 

震災復興特別交付税 773万 6,000円 

 

 第６款「交通安全対策特別交付金」（３８頁）は、予算現額３億４００万円に

対して、調定額、収入済額ともに３億１，２４２万６，０００円となっています。 

 

第８款「使用料及び手数料」（４６頁）のうち、総務部関係は、第１項「使用

料」、第１目「総務使用料」が、予算現額２，９７７万５，０００円に対して、

調定額、収入済額ともに３，００１万４，１９０円で、収入済額の内訳は、次の

とおりです。 

 

科目 収入済額 

土地使用料 191万 9,025円 

建物使用料 2,809 万 5,165円 
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第２項「手数料」（５０頁）のうち、総務部関係は、第１目総務手数料が、予

算現額８５２万円に対して、調定額、収入済額ともに９０１万８，０００円で、

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

第９款「国庫支出金」のうち、総務部関係は、第２項「国庫補助金」、第１目

「総務費補助金」（７８頁）が、予算現額１億１２８万６，０００円に対して、

調定額、収入済額ともに１億２，１２７万５９７円で、収入済額の内訳は、次の

とおりです。 

 

科目 収入済額 

社会資本整備総合交付金 437万円 

新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金 

1億 1,690 万 597円 

 

第３項「委託金」のうち、総務部関係は、第１目「総務費委託金」（１１０頁）

が、調定額、収入済額ともに８万１，５６０円で、これは、地方公務員給与実態

調査事務委託費です。 

 

第１０款「財産収入」（１２０頁）のうち、総務部関係は、第１項「財産運用

収入」、第１目「財産貸付収入」が、予算現額１億１，８３０万２，０００円に

対して、調定額、収入済額ともに１億１，８２０万２，１０５円で、収入済額の

内訳は、次のとおりです。 

 

科目 収入済額 

地所貸下料 7,711万 7,689円 

家屋貸下料 4,108万 4,416円 

 

  

科目 収入済額 

免税軽油使用者証交付手数料  59万 8,000円 

納税証明書交付手数料 842万円 
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第２目「利子及び配当金」のうち、総務部関係は、予算現額２，４７３万 

６，０００円に対して、調定額、収入済額ともに１，７３５万７，３３７円で、

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

 

科目 収入済額 

利子収入  622万 4,337円 

配当金収入  1,113万 3,000円 

 

第２項「財産売払収入」、第１目「不動産売払収入」のうち、総務部関係は、

予算現額８，１９１万５，０００円に対して、調定額、収入済額ともに 

２，３３８万円で、これは、旧泉第二住宅敷地等の売払いによるものです。 

 

第２目「物品売払収入」のうち、総務部関係は、予算現額１４５万４，０００

円に対して、調定額、収入済額ともに３９２万７，８６３円となっています。 

これは、情報機器類及び公用車等の売却によるものです。 

 

第１１款「寄附金」（１２４頁）のうち、総務部関係は、第１項「寄附金」、第

２目「総務費寄附金」が、予算現額１，６７９万４，０００円に対して、調定額、

収入済額ともに１，０９３万９，１６８円で、収入済額の内訳は、次のとおりで

す。 

 

科目 収入済額 

ふるさと寄附金  1,043 万 9,168円 

総務費寄附金  50万円 
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第１２款「繰入金」（１２８頁）のうち、総務部関係は、第２項「基金繰入金」、

第１目「基金繰入金」が、予算現額２４６億４，２７３万８，０００円に対して、

調定額、収入済額ともに１８８億３，６０７万１，２８０円で、これは、財政調

整基金繰入金などです。 

 

第１３款「繰越金」（１３０頁）のうち、総務部関係は、第１項「繰越金」、第

１目「繰越金」が、予算現額９４億３，２３７万６，０００円に対して、調定額、

収入済額ともに９４億３，２３７万６，４２４円で、これは、決算剰余金などで

す。 

 

第１４款「諸収入」（１３２頁）のうち、総務部関係は、第１項「延滞金、加

算金及び過料等」、第１目「延滞金」が、予算現額１億７，１８０万１，０００

円に対して、調定額、収入済額ともに１億９，０１６万３２円となっています。 

 

第２目「加算金」は、 

予算現額   ６，１１２万９，０００円 

調 定 額       ７，１５１万４，１０８円 

収入済額   ６，７３０万２，２７７円 

収入未済額    ４２０万１，１００円 です。 

なお、１万７３１円を不納欠損としています。 

 

第２項「県預金利子」のうち、総務部関係は、予算現額５，０００円に対し

て、調定額、収入済額ともに５０６円となっています。 

 

 第４項「貸付金元利収入」（１３４頁）のうち、総務部関係は、予算現額１億

６４万４，０００円に対して、調定額、収入済額ともに１億６４万４，９３２円

で、これは、中部国際空港株式会社などへの貸付金元利収入です。 
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第６項「収益事業収入」、第１目「宝くじ収入」（１４２頁）は、自治宝くじ収

益金の配分によるもので、このうち総務部関係は、予算現額７０１万８，０００

円に対して、調定額、収入済額ともに６９９万３，０００円となっています。 

 

 第７項「利子割精算金収入」、第１目「利子割精算金収入」は、予算現額１０

万円に対して、調定額、収入済額ともに０円となっています。  

  

第８項「雑入」、第２目「雑入」のうち、総務部関係は、予算現額２億６８０

万５，０００円に対して、調定額、収入済額ともに２億７１９万２２０円で、こ

れは、自治体セキュリティクラウド市町負担金収入、県庁舎管理費等にかかる負

担金などです。 

 

第３目「過年度収入」（１４６頁）のうち、総務部関係は、 

予算現額     ７８１万３，０００円 

調 定 額       ６，２８４万９，３２９円 

収入済額     ８４１万８，４７３円 

収入未済額  ５，３１１万５，０５５円 で、 

これは、重加算金などによるものです。なお、１３１万５，８０１円を不納欠

損としています。 

 

第４目「滞納処分費」のうち、総務部関係は、予算現額８１万９，０００円に

対して、調定額、収入済額ともに１２４万７，９００円となっています。 

 

第５目「弁償金」のうち、総務部関係は、予算現額２７万６，０００円に対し

て、調定額、収入済額ともに２７万６，９１１円で、これは、公用車の交通事故

示談金収入によるものです。 
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第１５款「県債」（１４８頁）のうち、総務部関係は、予算現額９３億４００

万円に対して、調定額、収入済額ともに９２億９，６００万円となっています。 

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

 

科目 収入済額 

総務債 2億円  

臨時財政対策債 90億 9,600万円 

 

なお、一般会計の県債総額としましては、予算現額１，０１７億６００万円

に対し、調定額、収入済額ともに９０１億３，７００万円で、この差額１１５億

６，９００万円は、事業を翌年度へ繰り越したことなどによるものです。 

 

以上で歳入決算の説明を終わり、次に歳出決算についてご説明いたします。 
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第２款「総務費」（１７８頁）のうち、総務部関係は、 

予算現額   ４２５億６，４２５万６，０００円 

支出済額   ４１１億８，６１２万１，３２６円 

翌年度繰越額       ２００万円 

不 用 額        １３億７，６１３万４，６７４円 となっています。 

 その内訳については、第１項「総務管理費」、第１目「一般管理費」のうち、 

総務部関係は、 

予算現額   ２７億８，２０１万２，０００円 

支出済額   ２６億６，１１７万８，０６７円 

    翌年度繰越額      ２００万円 

不 用 額        １億１，８８３万３，９３３円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

総務給与費 17億 2,296万 9,629円 総務部（税務分除く）の人件

費に要した経費 

栄典事務費 177万 9,237円 叙勲及び褒章、県民功労者

表彰等に要した経費 

県庁舎ペーパーリサイ

クル促進事業費 

956万 1,027円 ペーパーリサイクルシステ

ムの運用に要した経費 

県庁舎等管理費 9億 2,686万 8,174円 県庁舎等、本庁集中管理公

用車の維持管理等に要した

経費 

なお、不用額は、県庁舎の光熱水費及び庁舎管理にかかる委託料などの執行残

です。 
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第２目「人事管理費」（１８０頁）は、 

予算現額  ４０億３，７６０万７，０００円 

支出済額  ３７億１，４６０万２，３４８円 

不 用 額       ３億２，３００万４，６５２円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

人事管理費 26億 1,449 万 1,134円 職員退職手当等に要した経費 

職員健康管理費       9,198万 6,337 円 職員の健康管理に要した経費 

福祉対策費 5億 3,208 万 364円 児童手当、職員の福利厚生推進に要

した経費 

組織管理費 4億 4,803 万 7,535円 内部管理事務、総務事務システム

運用等に要した経費 

職員研修センタ

ー費 

2,800 万 6,978円 職員の研修に要した経費 

なお、不用額は、職員の退職手当などの執行残です。 

 

第３目「文書費」は、 

予算現額  ２，９６２万３，０００円 

支出済額  ２，７７２万２，８７１円 

不 用 額        １９０万  １２９円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

文書管理費 2,257万 2,168円 文書の収発に要した経費 

法令審査費 515万 703円 法令審査、訴訟事務等に要した経費 
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第４目「行政改革推進費」（１８２頁）は、 

予算現額  ３２２万円 

支出済額  ２５８万９，０４９円 

不 用 額       ６３万  ９５１円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

行政改革推進費 208万 6,953 円 行財政改革の推進等に要した経

費 

政策評価推進費 50万 2,096 円 施策や事業の評価、県政レポー

トの作成等に要した経費 

 

第５目「予算調整費」は、 

予算現額  ２３３億３，０２０万１，０００円 

支出済額  ２２６億８，０６８万９，９２７円 

不 用 額        ６億４，９５１万１，０７３円 で、 

これは、財政調整基金への積立金などに要した経費などです。 

なお、不用額は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の精算

に伴う返還金などの執行残です。 
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第６目「財産管理費」（１８４頁）は、 

予算現額   １３億５，５９７万７，０００円 

支出済額   １２億１，０１２万２，２４１円 

不 用 額        １億４，５８５万４，７５９円 で、 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

財産管理費 1億 3,371 万 6,651円 普通財産の管理・処分等に要した経費 

県庁舎等維持修

繕費 

10億 7,640 万 5,590円 県庁舎の老朽化等に伴う施設設備の

維持修繕等に要した経費 

なお、不用額は、庁舎等維持修繕にかかる経費などの執行残です。 

 

第７目「恩給及び退職年金費」（１８６頁）は、 

予算現額  ６１９万１，０００円 

支出済額  ５５８万４，１８３円 

不 用 額       ６０万６，８１７円 です。 

これは、恩給法に基づき、恩給等の支給に要した経費です。 

 

第８目「諸費」は、 

    予算現額  ３０２万４，０００円 

    支出済額  ２６４万３，１６３円 

    不 用 額       ３８万  ８３７円 で、 

これは、収用委員会の運営に要した経費です。 
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第１０目「情報対策費」（１９０頁）は、 

予算現額  １５億４，９７０万１，０００円 

支出済額  １５億３，１５０万８，４８５円 

不 用 額         １，８１９万２，５１５円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

ＤＸ推進事業費 2億 1,510万 8,584 円 在宅勤務やＷｅｂ会議の運

用、外部人材の活用及び職員

の人材育成、公的個人認証サ

ービスの運用等に要した経費 

行政サービス提供事

業費 

7,888万 1,586 円 電子申請・届出システム、Ｇ

ＩＳ（地理情報システム）等

の県民サービスの提供に要し

た経費 

情報ネットワーク及

び情報システム基盤

整備推進事業費 

12億 2,210万 8,940 円 三重県情報ネットワーク維持

管理及び情報システム運用管

理、セキュリティ対策等に要

した経費 

デジタル社会推進総

務費 

678万 6,375 円 会計年度任用職員の人件費、

消耗品購入、複写機利用料等

に要した経費 

マイナンバー関連推

進事業費 

862万 3,000 円 マイナンバー（社会保障・税

番号）制度の円滑な運用等に

要した経費 
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第１１目「企画調整費」は、 

予算現額  ９，５６８万８，０００円 

支出済額  ９，１１６万８，０７１円 

不 用 額        ４５１万９，９２９円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

給与費 6,394万 9,770円 特別職の人件費に要した経費 

調整諸費 2,721万 8,301円 知事・副知事の執務やその秘書業務

等に要した経費 

 

第１２目「情報公開費」（１９２頁）は、 

予算現額  ９４５万円 

支出済額  ９０３万５，３７５円 

不 用 額       ４１万４，６２５円 で、 

これは、情報公開制度及び個人情報保護制度の運用に要した経費です。 

 

第１３目「広聴広報費」（１９４頁）は、 

予算現額  ２億６，３５０万４，０００円 

支出済額  ２億５，７９５万２，１０１円 

不 用 額          ５５５万１，８９９円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

広聴費 1,795万 1,906円 県庁舎受付案内業務、ｅ－モニター

（電子アンケート）などの広聴事業に

要した経費 

報道費 917万 4,926円 報道機関との連絡調整などに要した

経費 

広報費 

 

2億 3,082万 5,269円 県政だよりみえの発行、新聞広告及び

テレビ、ラジオ、インターネットなど

による広報事業に要した経費 
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第４項「徴税費」、第１目「税務総務費」（２０４頁）は、 

予算現額  １９億５，８６３万６，０００円 

支出済額  １９億４，４４８万５，１８３円 

不 用 額         １，４１５万  ８１７円 で、 

これは、税務関係職員の人件費、研修に要した経費などです。 

 

第２目「賦課徴収費」（２０６頁）は、 

予算現額  ７１億２，８２２万７，０００円 

支出済額  ７０億３，５６７万２，２３６円 

不 用 額         ９，２５５万４，７６４円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

賦課調査費 64億 4,804万 9,488 円 賦課調査事務費、個人県民税徴収

取扱費等に要した経費 

地方税収確保対策事

業費 

17万 3,670 円 市町との連携による税収確保等

に要した経費 

滞納処分費 3,372万 8,835 円 滞納整理に要した経費 

犯則取締費 193万 9,343 円 軽油引取税の脱税防止等に要し

た経費 

納税奨励費 5億 5,178万 900 円 ゴルフ場利用税特別徴収義務者

交付金等に要した経費   

なお、不用額のうち主なものは、県税過誤納金等還付金の執行残によるもの

です。 
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第１０項「監査委員費」、第１目「監査委員費」（２４２頁）のうち、総務部関

係は、 

予算現額  １，１１９万５，０００円 

支出済額  １，１１６万８，０２６円 

不 用 額          ２万６，９７４円 で、 

これは、包括外部監査に要した経費です。 

 

第１２款「公債費」（４９０頁）は、 

    予算現額  １，１３９億５，７３１万６，０００円 

    支出済額  １，１３８億６，９４６万６，７１６円 

    不 用 額            ８，７８４万９，２８４円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

利子償還金 11 万 6,670円 歳計現金の資金繰りに

伴う一時借入及び基金

の繰替運用により発生

する利子の支払いに要

した経費 

公債諸費 1億 8,169 万 3,787円 県債発行等にかかる事

務、新発債発行にかか

る手数料 

県債管理特別会計繰出

金 

 1,136億 8,765 万 6,259円  県債管理特別会計への

繰出に要した経費 

なお、不用額のうち主なものは、新規に発行する県債の発行手数料の減によ

る執行残です。 
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第１３款「諸支出金」（４９２頁）は、 

予算現額  １，３６８億６，３６５万５，０００円 

支出済額  １，３６３億４，９５５万８，１２０円 

不 用 額          ５億１，４０９万６，８８０円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

地方消費税清算金 797 億 6,120 万 6,552円 最終消費地と課税地を一

致させるため、都道府県

間において清算した経費 

利子割交付金 9,971 万 4,000円 県民税利子割の一部を市

町に交付した経費 

配当割交付金 20億 130 万 8,000円 県民税配当割の一部を市

町に交付した経費 

株式等譲渡所得割交付金 21 億 9,541 万 8,000円 県民税株式等譲渡所得割

の一部を市町に交付した

経費 

法人事業税交付金 50 億 9,003 万 9,000円 法人事業税の一部を市町

に交付した経費 

地方消費税交付金 449 億 4,607 万 7,000円 清算後の地方消費税収入

額の２分の１を市町に交

付した経費 

ゴルフ場利用税交付金 11 億 6,637 万 1,041円 ゴルフ場利用税の一部を

ゴルフ場所在の市町に交

付した経費 

自動車取得税交付金 6,296 万 4,527円 自動車取得税の一部を市

町に交付した経費 

環境性能割交付金        10億 2,646万円 自動車税環境性能割の一

部を市町に交付した経費 
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第１４款「予備費」（４９６頁）は、予算現額５，０００万円でありましたが、

充用する事業がございませんでしたので、全額不用としています。 

 

以上で一般会計歳入歳出決算の説明を終わり、次に総務部関係の特別会計に

ついてご説明申し上げます。
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 三重県県債管理特別会計（５００頁）は、県債の管理を行う事業です。 

歳入決算について、第１款「繰入金」、第１項「一般会計繰入金」が、予算現

額１，１６７億３，２７９万２，０００円に対し、調定額、収入済額ともに 

１，１６６億９，１９６万８，２５９円となっています。 

 

第２項「基金繰入金」が、予算現額６６億９，４８３万７，０００円に対し、

調定額、収入済額ともに６６億９，４７６万１，８０６円となっています。 

 

第２款「財産収入」、第１項「財産運用収入」、第１目「利子及び配当金」が、

予算現額９，４８３万７，０００円に対し、調定額、収入済額ともに９，４７６

万１，８０６円となっています。 

 

第３款「県債」、第１項「県債」、第１目「借換債」が、予算現額、調定額、収

入済額ともに４２９億円となっています。 
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歳出決算について、 

第１款「公債費」（５０２頁）は、 

予算現額   １，６６４億２，２４６万６，０００円 

支出済額   １，６６３億８，１４９万１，８７１円 

不 用 額             ４，０９７万４，１２９円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 

事業目名 支出済額 概要 

元金償還金 1,575億 2,699万 6,165 円 既発行県債の元金の支払い

等に要した経費 

利子償還金 57億 4,638万 9,743 円 既発行県債の利子の支払い

に要した経費 

公債諸費 1億 379万 3,963 円 借換債発行の手数料に要し

た経費 

積立金 30億 431万 2,000 円 将来の償還に備えて、追加配

分された普通交付税を県債

管理基金に積立 

 

以上で特別会計歳入歳出決算の説明を終わり、引き続き、財産の管理及び処

分につきまして、その概要をご説明申し上げます。 
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地方自治法上、財産は公有財産、物品、債権及び基金の４種類に分類されて

います。このうち、総務部は、公有財産を管理しています。 

 

以下、令和５年度中の異動状況の概要を「財産に関する調書」により、ご説明

申し上げます。まず、１頁をご覧ください。 

 

 土地は、令和５年度末現在、１，９７７万３，２４５平方メートルで、前年度

末現在高に比べ７万６，３６４平方メートル減少しています。 

 また、建物は、令和５年度末現在、２０５万４，４４９平方メートルで、前年

度末現在高に比べ２，０９７平方メートル増加しています。 

 

 これらの土地及び建物は、行政財産と普通財産に分類されますが、そのうち、

行政財産につきましては、２頁をご覧ください。 

 

 土地は、令和５年度末現在、１，８１６万９，５３３平方メートルで、前年度

末現在高に比べ８，２３６平方メートル減少しています。この主なものは、紀南

中核的交流施設の用途廃止による減少などによるものです。 

 

 また、建物は、令和５年度末現在、１９９万９，４６３平方メートルで、前年

度末現在高に比べ１，０７７平方メートル増加しています。この主なものは、林

業研究所アカデミー棟の建築による増加などによるものです。 

 

次に、３頁の普通財産につきましては、土地は、令和５年度末現在、１６０万

３，７１２平方メートルで、前年度末現在高に比べ６万８，１２７平方メートル

減少しています。この主なものは、旧木曽岬干拓地の売払に伴う減少などによる

ものです。また、建物は、令和５年度末現在、５万４，９８６平方メートルで、

前年度末現在高に比べ１，０２０平方メートル増加しています。この主なものは、

職員公舎伊賀寮の用途廃止による増加などによるものです。 

 

 次に、山林につきましては、４頁をご覧ください。 

立木の推定蓄積量は、令和５年度末現在、７１万２，２８１立方メートルで、

前年度末現在高に比べ５，３１０立方メートル増加しています。 
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動産につきましては、令和５年度末現在、船舶が８２８総トンで、前年度末現

在高に比べ９３総トン増加しています。これは実習船しろちどりの建造による

ものです。 

 

 ５頁の無体財産権につきましては、令和５年度末現在、特許権が２４件で、前

年度末現在高と比べ７件増加しています。また、品種登録が１６件で前年度末現

在高と比べ１件増加しています。 

 

６頁から８頁までの出資による権利につきましては、令和５年度末現在、 

２３３億８，２８０万１，０００円で、前年度末現在高に比べ１，５３０万 

９，０００円減少しています。これは、公益財団法人三重県農林水産支援センタ

ーの農林漁業後継者育成基金の取崩による９２５万円の減少、公益社団法人三

重県緑化推進協会の資本金１６３万１，０００円の減少、公益財団法人三重県国

際交流財団の資本金の評価額の減少による４４２万８，０００円の減少による

ものです。 

 

 以上で令和５年度決算及び財産についての説明を終わり、次に令和５年度三

重県歳入歳出決算審査意見書により、監査委員からご意見をいただきました事

項に対する総務部の取組について、ご説明申し上げます。 
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決算審査意見書７頁の県税の未収金対策につきましては、法に基づき迅速か

つ適正な滞納整理に努めており、今後も引き続き迅速かつ適正な未収金対策を

講じ、収入未済額の縮減を図ってまいります。 

個人県民税の徴収対策につきましては、三重地方税管理回収機構との連携や

県税事務所に設置した市町連携窓口の取組、特別徴収の促進に引き続き取り組

んでまいります。 

納税環境の整備としましては、これまで自動車税種別割のコンビニ納付やク

レジットカード納税、スマートフォン決済アプリによる納付などを順次導入し

てきました。令和５年度からは新たに地方税共通納税システムを導入すること

で、スマートフォン決済が利用できるアプリを大幅に拡大し、全国の金融機関で

納付ができるようになり、ゴルフ場利用税、地方たばこ税についても、令和５年

１０月から、電子申告・電子納税が可能となりました。今後も対象となる税目の

拡充を図るなど、引き続き納税者の利便性の向上を図ってまいります。 

 

９頁の財源確保策につきましては、未利用財産の売却やネーミングライツ、グ

リーンボンド、クラウドファンディングの活用に加え、令和６年１０月からはふ

るさと納税の返礼品として県産品等を新たに導入しました。今後も多様な歳入

確保策を推進し、財源確保に努めてまいります。 

 

１６頁の公債費負担につきましては、県債管理基金の積立不足を計画的に解

消しつつ、持続可能な財政運営を行っていくため、毎年度の県債発行の平準化に

努めてまいります。 

 

１７頁の金品亡失（損傷）につきましては、各所属において金品亡失の防止策

をテーマにコンプライアンス・ミーティングで意見交換を行い、総務部で有効と

思われる対策を集約のうえ、コンプライアンス推進会議で共有しました。また、

新たに設置した金品亡失対策に係る検討会において、定期的に情報の共有と分

析を行うことで、金品亡失（損傷）が減少するよう取り組んでまいります。 

 

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。  

なにとぞ、よろしくご審議いただきますようお願い申し上げます。 


